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体細胞クローン家畜等の取扱いについて

体細胞核移植技術（以下「体細胞クローン技術」という。）は、雄と雌から生産されず、

既に分化した細胞の核を用いて、家畜を生産する新しい技術であり、家畜改良への利用

のみならず、医療モデル用の家畜の生産など畜産分野以外にも応用可能な技術として期

待される技術である。

去る６月２５日に、食品安全委員会の食品健康影響評価がとりまとめられ、体細胞ク

ローン技術によって生産された牛、豚（以下「体細胞クローン家畜」という。）及び体細

胞クローン家畜から人工授精等の従来の繁殖技術を用いて産出される牛、豚（以下「後

代家畜」という。）に由来する食品については、「従来の繁殖技術による牛及び豚に由来

する食品と比較して、同等の安全性を有する。」との結論が示されたところであるが、そ

の間行われたパブリックコメントやリスクコミュニケーションにおける消費者からのご

意見、現在の技術水準、利用状況等に鑑み、体細胞クローン家畜又は後代家畜の試験研

究、生産又は飼養を行う機関（以下「クローン研究機関」という。）においては、体細胞

クローン家畜及び後代家畜について、下記のとおり取り扱うこととするので、ご協力を

お願いしたい。

記

１ 体細胞クローン技術については、技術的に改善の余地が多く、今後も研究開発が必

要であり、現行の技術水準では商業生産への利用が見込まれる状況でないこと、さら

なる科学的知見の収集及び消費者等への情報提供を行う必要があること等から、体細



胞クローン家畜及び後代家畜はクローン研究機関において飼養することとし、生産率

に関与する情報（移植頭数、分娩頭数、出生時の状況、発育状況等）等について農林

水産省に定期的に報告を行うこととする。その生産物（肉、生乳、精液、受精卵等）

については、試験研究目的に使用した後に、クローン研究機関において焼却、埋却等

適切に処分することとする。

また、情報収集或いは消費者等への一層の情報提供を図る観点から、試食会を開催

する場合には、開催者は、体細胞クローン家畜又は後代家畜由来の食品であることを

明示し、試食会の終了後、その開催内容を速やかに農林水産省に報告することとする。

２ 農林水産省は、「ライフサイエンスに関する研究開発基本計画」（平成９年８月１３

日内閣総理大臣決定）に基づき、クローン研究機関における体細胞クローン技術を用

いた家畜の研究情報の公表を行ってきたところであるが、体細胞クローン技術は、受

精により生産されない新しい技術であり、未だに試験研究の目的、技術の内容等に関

する十分な理解が得られていない状況であることから、今後ともこれらの研究情報の

公表に努めることとする。クローン研究機関においても、知的財産権等に配慮しつつ、

体細胞クローン技術に関する試験研究の内容、成果等について公表に努めることとす

る。

３ クローン研究機関は、体細胞クローン家畜及び後代家畜の生産、死亡等により、体

細胞クローン家畜及び後代家畜の飼養頭数に変更があった場合には、速やかに農林水

産省に報告することとする。なお、農林水産省はこれらの報告を取りまとめた上、原

則として 1 か月に 1 度公表することとする。

４ なお、体細胞クローン技術によって生産された食用に供する可能性のある山羊、そ

の他の家畜及びその後代についても、同様に取り扱うこととする。


